
本日の内容

□ OBD検査とは（おさらい）

□ OBD検査を行うクルマ

□ 『OBD確認』とは

□ OBD検査/確認のルール
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□ システム登録情報の更新

□ 災害・障害時の「特例措置」



どんな装置を検査するのか・・・
Ｑ
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OBD検査で行うこと

OBD検査用サーバ

自動車技術総合機構

読み出したDTC など

自動車メーカーが
OBD検査用サーバに情報を提出

▶ 整備工場
▶ 自動車技術総合機構の検査場
▶ 軽自動車検査協会の検査場

適合 不適合

排出ガス関係装置安全関係装置

特定DTC照会アプリ

○ 車検時に、「保安基準不適合となる故障コード」（特定DTC）の有無を確認します。

○ OBD検査の合否判定は、OBD検査用サーバが行います。（自動判定）



OBD検査対象車の見分け方は？
Ｑ
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OBD検査を行うクルマ①

○ 令和3年（2021年）10月 （輸入車は令和4年（2022年）10月）以降の
ニューモデルからが、OBD検査対象車です。

※二輪車、大型特殊車、型式認証を受けていない車（試作車、並行輸入車など） は対象外

それ以外のものが
途中から対象になることは
ありません。

車検証に「OBD検査対象」と記載されています。

対象車は新車のときから記載されています。
途中から記載されることはありません。



どうやって確認するのか・・・
Ｑ
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OBD検査を行うクルマ②

○ OBD検査対象車でも、以下のものは検査不要です。

OBD検査適用日前

特定DTC照会アプリで『検査要否確認』を行うと、サーバから検査要否が返ってきます。

車検証の『OBD検査開始年月日』で判断すればよい？ 全車アプリで確認すべき？
Ｑ

・車検証の記載は、“その型式”のOBD検査開始年月日です。
よって、1台ごとの条件である上記の「③」については無関係の記載です。
・『検査不要』の判断は車検証のみでも可能です。

［１］「OBD検査対象」の記載なし ▶ 全て検査不要
［２］車検証の「開始年月日」よりも前 ▶ 全て検査不要
［３］車検証の「開始年月日」よりも後 ▶ アプリで確認をする

⇒ ［３］で「検査不要」となる例
・初度登録から10ヶ月以内の車検（中古新規や前倒し車検）

ほとんどの場合、
「検査要」となります。

① 検査の日が令和6年9月30日以前 （輸入車は令和7年9月30日以前）

② 検査の日が型式指定年月日から2年を経過していない

③ 検査の日が初度登録年月または初度検査年月の前月から起算して10ヶ月を経過していない



○ 「OBD確認」は、OBD検査の合否を事前確認する機能です。

○ 「検査不要」と判定されるクルマに対しても実施できます。

○ 認証工場が事前に「OBD確認」を行うと、持込検査時のOBD検査が原則省略されます。
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『OBD確認』とは

「OBD検査」モードの場合、
[実行]ボタンが押せません。

「OBD検査」モードと「OBD確認」モード、結果は全く同じ？
Ｑ

・システムで判定する方法に違いはありません。
「検査要」であるクルマに対する実施結果は全く同じです。

・ただし、「検査不要」であるクルマに対して実施する場合は制約※があり、
実際の検査で行われる判定の方法とは一部異なります。

持込検査前に「OBD確認」を実施した認証工場は、どうやってそれを示す？
Ｑ

『原則省略』の、原則に当てはまらない（省略されない）場合とは？
Ｑ

・不正等が疑われる場合、またはそれ以外でも一定の率で「抜き取り検査」を実施します。

※11ページ参照

・実施した結果がOBD検査用サーバに保存されており、
持込検査開始時に検査場のシステムが自動的にそのデータを確認します。

・実施結果を印刷して持参する等の必要はありません。

やってくればOK！

5日間有効

合否判定は、OBD検査と同様に
OBD検査用サーバが行います。
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（ 参 考 ）

※ わかりやすいように説明を簡略化。
正確には法令を参照のこと

OBD点検 OBD確認OBD検査

OBD検査が必要な自動車
に対し、次の目的で実施

完成検査時以外での
適否の確認

持込検査での省略

OBD検査 OBD確認

『OBD検査』、『OBD確認』、『OBD点検』、違いは？
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指定整備におけるOBD検査・OBD確認の実施の例

１ 入庫・受付 【フロント係】

２ 受入点検・作業指示 【自動車検査員、整備主任者等】

３ 整備作業 【整備係】

４ 中間点検 【整備主任者】

５ 完成検査 【自動車検査員】

６ 保安基準適合証への証明 【自動車検査員】

７ 関係書類の確認、適合証の交付 【事業場管理責任者】

OBD確認
（任意）

OBD確認
（任意）

OBD検査
（必須）



8

『OBD確認』できる？できない？【制度編】

□ 原則、認証工場・指定工場のみが実施できます。

「自動車特定整備事業者等におけるOBD検査及びOBD確認の取扱方針について」（令和6年3月28日付け国自整第278号）

通 達

□ OBD確認後、検査コースへの持込までの間に
「OBD検査の合否に影響を及ぼす整備または改造」
を行ってはいけません。
行った場合、持込までの間にもう一度OBD確認を実施します。

OBD検査システムに
登録している利用者

□ 「検査員」または「工員」が実施できます。

敷地内であれば、
現車作業場でなくても可

□ 「自工場にて点検整備を行う（行った）クルマ」
に対してのみ実施できます。

□ 「事業場の敷地内」のみで実施できます。



9

『OBD確認』できる？できない？【システム編】

○ 『検査不要』と判定されるクルマにOBD確認を実施する場合、
以下の制約があります。

！ ！

型式指定から2年未満、初度登録から10ヶ月未満

○ 『検査不要』と判定されるクルマにOBD検査はできません。
（「OBD検査」モードでは [実行]ボタンが押せません。）

※システムで検査に必要な情報の準備が完了したものは制約はありません。

①OBDⅡの規格情報に基づく排ガス装置との通信のみを行い、安全系装置との通信は行われません。

②WLTP-OBD規制車、J-OBDⅡ規制車またはディーゼル重量車J-OBDⅡ規制車以外であって、OBDⅡ規格が
採用されていない車両の場合は「通信不成立」となる、または一部の通信ができない（例えばレディネスコードが
取得できない）可能性があります。

③車両総重量3.5t以下のディーゼル車、EV車などの一部の車両については、[実行]ボタンが押せません。

（参考）
＜J-OBDⅡ規制車、WLTP-OBD規制車＞
＜ディーゼル重量車J-OBDⅡ規制車＞

できないクルマがあります
全ての項目のチェックは
できません

⇒ 車両総重量3.5t以下のガソリン車・LPG車
⇒ 車両総重量3.5t超のディーゼル車
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OBD検査/確認の実施手順

OBD検査は、原動機始動（HV、EVは READY ）で

原動機停止・電源オフ

検査用スキャンツール接続

原動機始動（HV、EVは READY）

検査 [実行]

イグニッションオンでは検査できない？ システムでエラーにならない？

Ｑ ・多くの場合はイグニッションオンだけの状態でも判定がされますが、
原動機始動（READY）状態ではじめて検出されるコードもあるため正確な検査になりません。
規定どおりの方法で実施してください。

・クルマの状態（オフ、イグニッションオン、原動機始動（READY）の別）を
システムで検知することはできませんので、エラーとはなりません。
検査実施者にて注意していただく必要があります。

※自動車技術総合機構「審査事務規程」に規定されています。
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OBD検査/確認のルール①

・「自動車特定整備事業者等におけるOBD検査及びOBD確認の取扱方針について」（令和6年3月28日付け国自整第278号）
・「自動車特定整備事業者及び指定自動車整備事業者におけるOBD検査システムのID等の管理に係る遵守事項及び
留意事項について」（令和6年3月28日付け国自整第267号）

通 達

■ 実施場所

■ 検査用スキャンツール

■ ID・パスワードの不正使用または幇助の禁止

■ 実施する車両

□ 「事業場の敷地内」において実施しなければなりません。

□ 認定された検査用スキャンツールを使用しなければなりません。

□ 他者のIDを使用してOBD検査/確認をしてはいけません。（なりすましの禁止）
□ IDを事業場以外の者へ貸し渡し、使用させてはいけません。
（ID等の不正使用の幇助の禁止）

□ 自らの事業場において点検整備を行う（行った）車両にのみ実施できます。

OBD検査用サーバには、検査結果の他、
いつ、どのID（名前）で行ったか
全て記録が残ります。

敷地内であれば、
完成検査場や現車作業場でなくても可
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OBD検査/確認のルール②

「自動車特定整備事業者等におけるOBD検査及びOBD確認の取扱方針について」（令和6年3月28日付け国自整第278号）

通 達

■ OBD確認後、検査コースへの持込検査までの間の改造等の禁止

■ 「替え玉」の禁止

■ OBD検査で補助者が行える作業範囲

□ VCIの取り付け、アプリへの車両情報の入力は、補助者が行ってもよいです。
□ ただし、同一性の確認、入力内容の真正性については、
検査員が責任をもって確認しなければいけません。

□ 車両情報を入力した車両と別の車両のOBD検査/確認データを送信しては
いけません。

□ OBD確認後、検査コースへの持込までの間に
「OBD検査の合否に影響を及ぼす整備または改造」を行ってはいけません。
行った場合、持込までの間にもう一度OBD確認を実施します。

ログインは、
検査員が検査員のIDで
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接続ケーブルを使う場合は

こちらは
ツールメーカー製の 認定品 で

こちらは どちらでも

車両とVCI間の
ケーブル

VCIとPC間のケーブル

非認定の社外品延長ケーブルはNG！
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作業例 エンジンオイル交換 タイヤ＆ホイール脱着 バンパー脱着

関係部品
イメージ

各
パ
タ
ー
ン
の
該
当
有
無

①対象装置の構成
部品の脱着、
もしくは取付位置が
変更する作業

【該当なし】
・上図の場合、交換するために対象装置の
脱着の必要がない

【該当なし】
・上図の場合、脱着するために対象装置の
脱着の必要がない

【該当あり】
・上図の場合、交換するために対象装置の
脱着も必要（バンパーに該当装置あり）

②ECUに記憶される
学習値等が
消去される作業

【該当なし】
・ECUへの学習等の作業なし

【該当なし】
・ECUへの学習等の作業なし

【該当の可能性あり】
・運転支援、自動運転システムのセンサ等の
脱着時にエーミング等が必要な場合は該当

③スキャンツール等
によるALLダイアグ
消去する作業

【該当なし】
・ダイアグコード等を消去する作業なし

【該当なし】
・ダイアグコード等を消去する作業なし

【該当なし】
・ダイアグコード等を消去する作業なし

合理化可否 合理化 可 合理化 可 （上図の場合は）合理化 不可

OBD検査における検査合理化の適用判断について
「OBD検査の合否に影響を及ぼす」可能性のある作業
※DTCの入力条件等は車両により異なり、詳細な作業までを全て示すことは困難なためご了承ください
（将来の車両開発まで加味をした内容では無く、現時点の考え方を整理したものになります）
＜ご参考：実作業でのケーススタディ（一例）＞

オイルフィラキャップ

ドレンプラグ

カバー類

エンジン本体

カバー類

ブレーキキャリパ
ステアリングナックル

ドライブシャフト

ブレーキローター
スピードセンサ

タイヤ＆ホイール
運転支援、自動運転システムの
センサ等（OBD検査対象）

パンパーを外さないと出来ない作業例（フォグランプ等）

バンパー

フォグランプ
（OBD検査対象外）

（ 参 考 ） 第6回OBD検査準備会合【資料7】より抜粋



Q1 新様式の指定整備記録簿は、いつ、何を行う車両から使用すればよいですか？

A1 10月以降に指定整備記録簿の記載をするものから、
新様式の指定整備記録簿を使用してください。

Q2 点検整備を9月に開始し、完成検査を10月に行う場合、
どちらの様式の指定整備記録簿を使用すればよいですか？

A2 9月以前に指定整備記録簿の記載をする場合、旧様式の指定整備記録簿を
使用してください。
この場合、10月以降に完成検査をする際には不足している項目について追記
して使用してください。

Q3 9月以前に新様式を使用することは認められますか？

A3 原則、9月以前は旧様式の指定整備記録簿を使用していただくこととなります。

Q4 10月以降に、OBD検査の必要がない車両に、旧様式を使用することは認められますか？

A4 10月以降は新様式の指定整備記録簿を使用してください。

Q5 余っている旧様式の指定整備記録簿を、記載項目を新様式のものに書きかえて
使用することは認められますか？

A5 原則、10月以降は新様式の指定整備記録簿を使用していただくこととなります。
なお、旧様式を使用して不足している項目を追記していただいても問題ありません。

指定整備記録簿Q&A

15

『OBD検査結果』欄



システム登録情報の更新【通常の変更編】
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事業場名称の変更 事業場所在地の変更

検査員の選任・解任

□ □

□ 工員の変更

事業場の情報 に変更があったら

を お忘れなく !!

OBD検査システムの登録情報変更



システム登録情報の更新【新規、番号変更編】
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申請時に入力が求められる、新しい『指定番号』『認証番号』については、その番号の代わりに、こちらを入力してください。

申請時に添付が求められる、新しい『指定書』『認証書』については、その代わりに、こちらを添付してください。

システムへの申請が承認されるのは、運輸局の指定（認証）後となり、申請時に入力いただいたメールアドレスに
通知メールが送信されます。

管轄運輸支局コード（２桁） ＋ 事業場の電話番号（１０～１１桁）

運輸局への申請書（届出書）

運輸局からの指定（認証）を受けたらすぐに

OBD検査/OBD確認を実施する予定の場合、

あらかじめOBD検査システムへの申請を行っておいてください。

！

新規システム登録 認証⇒指定 指定廃止新規

○ 通常、申請時に、運輸局より交付される指定・認証書と指定・認証番号が必要です。

○ システム申請から利用可能（情報更新）となるまでに通常１～２週間かかります。

※システム上の指定番号
が変わらないもの除く。



システム登録情報の更新【指定廃止新規、認証譲渡編】

認証譲渡

指定廃止新規

・過去の検査結果等の情報は参照不可
・新たな事業場IDで、検査員/工員の登録を含む、一連の初期設定が必要
・初期設定が完了するまでの間、OBD検査ができない時間帯が発生

引き継ぐことで、
過去の検査結果の参照が可能です。

※システム上の指定番号
が変わらない場合、事業場名のみ変更
（何も変わらなければ対応不要です。）

！

○ 譲渡前の事業者から事業場IDを引き継いでください。
○ 指定番号、事業場名等の変更を申請してください。

○ 事業場IDを引き継がない場合は新規で利用申請してください。

○ 譲渡前の事業者から事業場IDを引き継いでください。
○ 事業場名等の変更を申請してください。

○ 事業場IDを引き継がない場合は新規で利用申請してください。

変更当日の反映が必要な場合
⇒前ページの方法

変更当日の反映が必要な場合
⇒前ページの方法
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引き継ぐことで、
過去の検査結果の参照が可能です。

OCRに記入する数字と同じです。



対 象

災害・障害時の「特例措置」①

19

○ OBD検査用サーバーの障害や通信障害等、整備事業者の責任以外でOBD検査が実施できない場合、
特例措置（テルテール確認による合否判定に切り替える）を実施する。

機構のOBD検査用サーバーの障害

通信障害・電力障害

OBD検査用サーバーのアップデートなど
整備工場の責でないと機構が認めた場合

対象外

自社の保有する機器の障害

『OBD確認』

検査用スキャンツール または
自動車のOBDの不具合

特例措置の内容

機器による検査に代え、異常を示すテルテールが点灯又は点滅していないことにより適合と判断

「OBD検査用サーバーに接続できない場合の特例措置の実施要領について」（令和6年3月28日付け国自基第221号国自整第270号）

通 達

特例措置で検査を実施しお客様に返却したクルマは、後日再度入庫いただきスキャンツールでやり直さなければならない？

Ｑ
・法令・通達上、その必要はありません。
・自主的にその確認を行っていただくこと自体に問題はありません。



災害・障害時の「特例措置」②
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対応の流れ

サーバー障害

起動できない OBD検査ポータルを確認 特例措置により検査実施

緊急のお知らせ緊急時はココでお知らせします

・サーバー障害の場合は自動車技術総合機構が障害を認定
・障害認定日時より、復旧日の24:00まで、特例措置適用

対応の流れ

通信・電力障害

起動できない

OBD検査ポータルを確認

特例措置により検査実施

・整備工場の判断で特例措置適用可
・障害発生の事実が確認できる記録を２年間保存
・障害発生日の24:00まで、特例措置適用

通信会社/電力会社に確認

20

・通信会社/電力会社のHPの写し
・問い合わせ履歴 等



災害・障害時の「特例措置」③

記録方法
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□ 指定整備記録簿に次のことを記載。

・ 『OBD検査結果』欄の「良」に○印を記載

・『走行テスト等の方法と結果』欄にテルテール点灯状況
（点灯又は点滅していないこと）の確認結果を記載

□ テルテールの点灯状況について写真又は動画で記録。
この際、撮影日時がわかるもの（時計等）を当該写真又は動画内にあわせて記録しておく。

【記載例】 ： 『走行テスト等の方法と結果』欄

OBD検査特例適用
確認日：令和●年●月●日 ○○時○○分
テルテール点灯・点滅なし

『OBD検査結果』欄

『走行テスト等の方法と結果』欄

OBD検査特例適用
確認日：令和●年●月●日 ○時○分
テルテール点灯・点滅なし



特例番号受領の考え方

災害・障害時の「特例措置」④
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アップデートエラー時の特例

○ 利用者端末の環境により特定DTC照会アプリのアップデート失敗によりOBD検査が実施できない場合についても、
特例措置の対象に該当する。

○ 事象が発生した事業場からOBD検査コールセンターに連絡していただき、コールセンターにより次のとおり対応。

○ 受領した特例番号により、特例措置にて検査を実施し、特例番号を指定整備記録簿に記録。

解消しない場合に限らない

受領の要否は事業者の意思による

『OBD確認』は対象外

・解消するかしないかわからない段階で受領できる。
・受領後、解消したかどうかの連絡をする必要はない。

・事業場が、解消前にOBD検査を実施する可能性がある等、
受領の意思があれば、コールセンターは付与する。
・受領後に、実際に特例番号によりOBD検査を実施するか
どうかも、事業場が判断する。
・結果、事業者が受領した特例番号を使用しなくても、
コールセンターへの連絡は不要。

・対象とするのは法令で実施が必須である『OBD検査』のみ。
・つまり、付与の対象は指定工場のみ、認証工場は対象外。

有効期間は当日中

・特例番号でOBD検査を実施できるのは受領した当日限り。
（当日中は、1つの特例番号で複数台の実施が可。）
・翌日以降も同じ状況が続く場合、再度受領する。

検査後に受領することも可

・事業者は、コールセンター対応時間外にこの状況になった場合、
先に検査を実施し、翌日に受領することも認められる。

「特定DTC照会アプリのアップデート時にエラーが発生した場合の取扱細則について」（令和6年7月30日付け国自整第98号）

通 達

▶ 特例措置が可能であることを説明する
▶ 連絡者から特例措置で検査をする意思が確認されたら「特例番号」を付与する

付与状況（事業場名）を
機構から国土交通省に報告

OBD検査特例適用
確認日：令和●年●月●日 ○時○分
テルテール点灯・点滅なし
特例番号：UD12-241234-123



OBD検査に関するご質問
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■ OBD検査ポータル

■ 国土交通省
『自動車の電子的な検査（OBD検査）について』

■ OBD検査コールセンター

https://www.obd.naltec.go.jp/

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_OBD.html

０５７０－０２２－５７４

9:00 ～ 17:00（12月29日から1月3日を除き、年中無休）

ＯＢＤ ポータル

国土交通省 OBD
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